
地方におけ 小企業支援機能の 強化についての 考察 
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地方の パ 、 さな町は零細。 中パ 、 企業数と 人口が減少してむ う 。 

を 図るため経営診断や 異業種交流を 

援 する工業技 体汁 ンター ( 公設 試 ) を設置している。 これら 

業務の効率的効果的な 展開が求められてし、 る 。 支援成果の 

。 企業センターと 工業技術セン 

を弓鏑ヒ するためフ ンキ ビリティネットワークの 構築。 およ の 新規採用を提案する。 

工 はじめに 

人口，就業。 所得 源 およ U 潮瀬 は あ る。 都道府県別の 埼 勤 生産 浬 ( 二 2 ㏄年度総生産額 イ就 

は， & 位の東京都が i 。 ㈱五万円と の 青 ま奈 県が 575 万円と 2 ャ きの差があ る。 技術 

住民所得，労働生産性，就業人口数。 就業地，企業の 経済経営環境等を 変動さ 。 その変動の規模と 速度は 

理 約三段 也 環境条件。 構造。 産業資本ストック ，個 なの企業の経営戦略，           模 ，政策 ( 税制，補助金 ) 等と相互をこ せモ 

用 し合っている。 大都市から離れている 地方の パ 、 さな 町 。 市 ( 以下「地方の 小きな 靭と 記す ) は，技術 革潮こ起 

度 情報化。 グロー， シ丁 経済の浸透によ 先 1980 年代以降より 労勧 人口の流出。 ㈹ 鰯 年代以降より 企業，とくに 申 

( 以下「中小企業」と 記す ) の数の逓減に 直面し - ている。 地方の パ 、 さな町は ，町 づくりのビジョン " 施策 く 2) を 

人口の流出の 抑制を , 努めて レ " る " 都道府県および 一部の政令指定都市は ，そ テ @ 管轄 内 @2 あ る地場産業。 地元企業を対象に 

経営情報の提供や 運転資金の融資紹介，異業種交流をほかる 中小企業 ; 経営指導。 情報。 産 センタ コ および 漸製 

品 開発や生産性向上，品質改良の 週程において 派生する技術 ; の 解決を支援する 地方公設試験研究 技を卸ご ンタ一等の機 

関 。 財団法人。 公社 沖 小企業センターおよび 工業系 技俸杜 ンターを合わせて 以下「支援機 靱と 記す ) を 設置，運営して 

、 さな町は，支援機関を で 設置，運営できる 行財政力がなく ， 申 に 対する経営改善の 助言や技術 

支援等の一部を 道府県 " 政令指定都市 援 機関に ゼヤ 干してもらっている。 工業系 ンター く 以下「公設 試 」と記す ) 

                                                                              その平均的な 公設 試 @ ま % ゑ経費の 9 割を税金 @r. 頼 っている " 産業振興の主日的は ，自由経済競争   己分 ) 。 を七食資本インフラの ， 広 し執野 @ こ 立つ㌍ 

産業人材の育成等にあ る。 国 。 地方自治体 は ㈹ 欝 年代以降から 財政 靱 -c 直面し，                                         経営資源の 

リ造 的な産業振興策を 模索，実施している " 産業振興事業の 費用効果 は ，公共サービス 目標，投入資金 

む ¥ る 。 し 力、 し ，サービス目標   資金設定の妥 ぎ， 陸の判断および 成果の 

ほ ，公共サービス 業務が無形。 同 ㌔ " 異質。 消滅すみ性質を 有し。 その享受を巡る 利害 

関係 力 ￥ 匁 雑多様，支援機関内部における 成果の自己 評 笛方法が未成熟であ る，等にあ る。 

を 高めるため，支援機能の 5% ヒ 策について考察する。 支援機能の ; 封ヒ 策は， 暉状 の 支 

業務の成果を 企業人移転する 技術 の 課題を分析して 提案する。 

業は ，生産販売の 使命を背負されでいな し松設試 がネ 桶 免者へ向けて 研究 説明 づ - るときに使う 
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要因には町の 方正，総生産額， 住 

支援機関は地域の 需要変動に順応するため。 

の 新規採用などを 提案する。 

    人材。 伝統文化にあ る。 経済の 、 企業数，特に 中小 製 

中小製造業数と 税収がも 99 じ ，，国内大手製造 

以降から労働入口 ; 減少， 行 財政力が 朋鵜瞬ヒしブ ㌔例えば，東北地力の 

か きな 嫡町は ， 1980 旬こおいて農業 の 総生産額に占める 蕾拾力 ;3 割，所得を米生産に 依存し - てひ 。 た 。 同 と メ 。 口 @ こ 占める幼少入口の 割合は同 

7i% 増えた " 定本 c7) 工面当り平均佳人数は㏄㏄ 飼こね鷹 万人 (= 五 % 酉 

1 。 2  万人 / 二 ㍑百万                   ) 。 弔 我がらの大都市圏への 人口 

いている " 磁 町は若年 の 流出が常 鱒 出しており，企業を 誘致しても若年労働者が 確保し 難 し、 人口構成を呈 亡 

同町の就業， kn に占める農業就業者数の 割合法 葮救 年度から 200 年度の民年間 @ こおいて                                           

数の割合 は                                     サービス業 G 就業者割合は 葮 払力 、 ら描弘に 増えている。 第 2 次産業。 第 3 次産業の就 

国 平均割合 は 29 花字 @ こ 34.1%, 軽 。 8% から 鍵 ㈱ 穏こ為 ， 5%, ㏄。 3% へ 変動している。 同町の産業構造は 全国平均よりも 

㏄ 年 遅れて 脱 農業， 脱 工業からサービス 業主流，㎏ 云換中 であ る " また，同町 は   
                                                                                                                                                                                                              。 高 効率化 ( 合 俺を迫られている。 産業構造は大工業都市 

においても地殻変動している。 例えば，東京都市雇用圏内 ( 通勤率㈹ 援 以上 )@ こ 隣接している 人 芯帝段県糞 市の製造業 

生産額は。 玉鰯す年 ( ㌶。 2% 億円 ) から 2 ㈱ i 年 までの㈹年間 肛鰯拓へ 落ち込んでし ろ 。 中小 製 当り従業者数の 

全国平均げ 國 ま蕊 パ人 ， 2 人当り 雙置 晶出荷額 は偶 百万 R,                                                                                                                                      " チ円 ， 主人当                                                       

                千円であ る。 K 県の 1 中小企業当り 従業者数および 出荷額の 平 ゑ % 面 ま全国平繍直と 比べて 0" 糾倍 および 工 。 筏倍あ 

る ( 平成 浦 年度工業統計， 4 人以上 co 事業所。 K 県の労働生産性 は 全国の平均値よりも 3 倍高い "                                           

は 毎年 2%(7) 割合で逓減している。 地域経済研究会 く 経済産業省 "m; ま ， 2000 年と 20s0 年の間における 域 
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を 模擬計算し，人口規 議顛 ;10 満 総生産額が一随 パ乳 ( 

ている。 人ロ規模 が 満の地方の小さな されていないようであ るが，さら 

に 大きく減少する 可能 睦 があ る。 地方の小さな 町 は 減少，労働人口の 流 ぬ ，地域間 

っている。 

ヒ @ こ あ り，主な利用者が 中小製造業であ る。 製造業の労働生産性， 

、 売 。 飲食業，サービス 業のそれに比べて 高も，、 製造業は町の 申 

るであ ろ 九 交通手段が未 

および生産物の 市場、 シェアの大きさは ， の 遠近 こ 拘束されていた。 

生産。 輸送。 通信手段の技術進歩は ，生産。 流通。 情報伝達の速度を 高遠化さ せ， の 遠近の制約を 緩 ォロ させて 

は ，規模。 範囲の経済 田こ有ず @J@ こ 作用し ，地 地域を選び，大量生産を 行い，生産物 

大 ビジネスシステムの 

開 させ，国内の 小さ 成 

町の人口数と 中小   

ると思われる。 支援機関 は それぞれの変動の 方向，地域の 需要の実状 目瞭庵 する 

くの労力と経費を 消耗する。 支援策は地域の   

生産額変動，支援機関の 収入額などに 伝播 し 。 支援成果と影響要因の 関連，性の存在が 推定できるならば ，そめ関連性を 用 

いて影響要因の 相対的重要度の 比較。 支援成果 であ ろう " ここでは，仮説を 設け " 生産額と人口 

変動，生産額と 公設試の収入額との 関連性の存在を 推定する。 

"" 亜 " 
は ，短期的直接的には 利用者 ( 中小製造業 ) の生産額と従 給与の変動。 長期的 

の 変動に反映されるであ ろう。 これらの変動は 支援以覚の要因 ( 経営者の意思。 市場動向 ) の影響が絶大であ る。 支 

は ，企業の研究開発 に 占める公設試の 収入額の割合が 約 臥騰 ～ 0.23% であ ると推定㈹されていることより ， 

少であ ろう。 因果関係モデル 弍は，支援効果が 極微小であ ることを大前 A ～目を設けて 組み立てる 

仮説 c, E 以外の仮設 は 因果関係モデ 乃 拭の設定前提条件，仮説 C, E ， 慶 - 業構 3% との関連， 

年の人口変動と 影響要因の間にはタイムラバが 存在する。 そのタイムラグ は 2 年 と 

タイムラグで 生じる影響は 外部経済環境の 影響 @ こ 包含されるとする。 

仮説 B : 人口，変動率は i 年前の総生産額変動率と 住民 1 人当り所得 額該至動 率の和に比例する。 人口変動率田主会的変動と 

算した率であ る。 

率は，労働者人ロ が 不足しており。 生産設備能力変動率と - 次 比襯繭毛 関係を保って る 。 

仮説 D : 中パ 踵望 遺業従業者数変動率は 工年前の工業製品等出荷 与 総額変動率の 和 

に 比例する。 

仮説 靱 ; 製造業従業者工人当り 現金給与総額変動率は。 人口が過剰であ り，生産設備能力変動率と 負の一次比例 関 

係を保って代替移動する。 

仮説 ダ : 人口変動率は 前午の製造業従業者数変動率と 一次比例 膵蒜完 関係にあ る。 

一 73% 一 



  仮説 G : 技術進歩の影響は。 外普窟径 の 変動に包含される。 

    ここで選んだ 要因以覚の影響は ，分析期間利こおいて 一定であ り，その変動が 

S 。 2  因果選歌モデ ノ妬寒       町内総生産額 G 、 および町民 1 入 当たり 計 頷下。 とする 

と ，これらの因果関係はモデル 拭 ㈹で与えられる " 

㍗」ノワ、 ニ Ci+Co 。 AT+ 7 G 。 づ /G 、 ゴ十 & 。 

年における変動産。 せ一ェは 

変化。 技術進歩 ) を表す。 y および，は町内 

仮説 D より， も年度における 製造業従業者数 

式は式 ㈹で与えられる。 

瓦、 ノ二 t==C  3-Lr@4  . 、 - 、 ノ S  」 一 、 +  は 。 て 一工 

ここで。 C 鱗 0 および ぴ は製 の 外生変数，工業製品田 。 - 、 および海里道 業 従業者工人当り 与 

の 分配係数であ る。 

仮説が ，式 ㈹および式㈹ J- り " 町内人口数 P と製造業従業者数 L の因果関係 式は式 ㈹で与えられる。 

㌍ 、 ノ ㌢」 =C5+C6 ぐ 3 》 

ここで。 C" および 8 は㌣ 、 数 および た 」 一 ，の分配係数を 表す。 

4  分析結果 

㈹町の人口数，総生産額，住民工人当り 

現金給与額の 対前年比変動率は り 返している。 変動率は虫硝子を 

を 呈しでいる。 蛇行は ， に 伴い企業内において 経営資 

イムラグを反映していると 考えられる。 
功人口変動率と 製造業 町を除いた地域において 田 
る 製造業従業者数比率が   

る 唯 - の町であ り，が 穣ク ㌔ 

している労働入口の 大半が井製造業へ 就業して む、 る 。 ノ 、 口 変動率は総生産 率 および住民工人当り 

い 正比例関係にあ る。 人 

町は ，県庁所在都 荊 

鈴 中小製造業の 売上高変動率の 8 割は，外生要因の 影響を受けている。 
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